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１．はじめに：我が国の港湾の施設は，多くが戦後の高度経済成長期に整備されている．社会資本の設計上の

耐用年数を平均的に 50年と考えると 2010年頃から順次更新の時期を迎えることになる．このため，施設を計

画的かつ適切に維持管理して，維持・更新費用の最小化を図りつつ，長期にわたって有効に活用していく必要

がある．これらから，港湾法改正にともなう平成 19年の技術基準省令改正で維持管理計画等の作成が標準と

なった．この時，維持管理の基本方針を定めるには，アセットマネジメントの考え方に基づき施設の維持管理

レベルを設定し，点検診断の結果を踏まえて，総合的な評価を行う必要がある．本論文では，総合評価の過程

の留意点の抽出とその対策の事前検討を目的として，総合評価の進め方を仮想的な事例を用いて検証する． 

２．港湾の施設の維持管理における総合的な評価（総合評価）：総合評価とは，点検診断の結果を踏まえて，

対象施設の維持管理および補修対策に対する基本方針を定める検討過程全体を言い，以下の項目を対象とする．

港湾法に基づく手続きでは，このような検討は専門的知識及び技術又は技能を有する者の意見を聴いて行うこ

とを標準としている． 1) 対象施設の変状および劣化の状態に関する評価：各部材・部位の点検診断結果を

総括し，対象施設全体としての変状および劣化の状態について工学的知見・判断から整理して相対的かつ総合

的に評価する． 2) 維持補修に対する現場的・行政的判断からの評価：1)の評価結果（維持補修の緊急性等）

を踏まえて，対応すべき維持補修工事等の実施に当たっての問題点を整理して財政面，利用度，重要度，将来

計画等から見た早期対応の可能性，対応困難な場合の代替案（応急措置，利用制限等）について検討する． 3) 

対象施設の維持に関する基本方針：1)，2)の結果を踏まえて，対象施設の維持に関する方針を決定する． 

３．総合評価の進め方に関する事例解析：以下に直杭式横桟橋の港湾の施設について，総合評価を行い，維持

管理および補修対策に対する基本方針を定める手順を示す．前提条件として，本施設は港湾の背後圏の社会経

済的活動を支える重要な施設と仮定する．また，杭に使用する鋼材の性能が設計供用期間（50 年間）の間に

維持管理上の限界値を下回ると予測されることから，予防保全の考え方に基づき維持管理を行うと仮定する． 

1) 対象施設の変状および劣化の状態に関する評価：点検診断結果に基づき，上部工に関する現状の劣化・変

状の発生・進行状況を整理したイメージが表-1である．対象施設の維持管理の最小単位毎にブロックに分割し，

各部材の変状及び劣化の状態をもとに維持補修の緊急性（施設の性能低下度）を評価している．この時の指標

は，定量的に計測でき，判定の際に診断者による誤差が少ないものを設定することが重要である．また，維持

管理上の限界値を客観的に設定できとともに，劣化の進行について定量的に解析できるようにする必要がある．

この事例では，上部工下部の現時点で緊急の対策を必要としないが，次回の定期点検診断までの間に断面修復

を必要とする可能性があると判断された．そこで，無補修の場合の将来の劣化状態を予測したところ，次回の

定期点検診断を行う 10年後 にはブロックの劣化度aの部材の比率が 50%を超えた．このため，供用期間全体

にわたって対象施設の要求性能を確保するためには，今回何らかの補修および維持管理が必要と判断される． 

2) 維持補修に対する現場的・行政的判断からの評価：①対象施設の港湾計画上の位置付け，主な取扱貨物や

取扱い量から，背後の経済圏の社会経済活動を支える上での重要性を判断し，維持補修の実施による経済効果

を整理したイメージが表-2である．この時，他に代替となる施設および将来的な整備計画についても配慮する． 
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この事例では，大規模な補修工事が必

要であると仮定し，定量的な事業評価

を行っているが，軽微な補修ですむ場

合などは，その目的に応じて適切に評

価の方法を選定する必要がある．  

②補修工事を実施する際の現場の制約

条件について整理する．たとえば，補

修工事中に対象施設利用制限を行いな

がら使用することが可能か，近隣施設

で利用制限をしながら行う必要がある

かと言った利用条件や港内の潮位差や

波浪条件のような気象・海象条件によ

るものがある．この事例では，工事の

間の貨物の取扱いを近隣施設で利用制

限をしながら行うとして，利用制限に

よる経済的損失等を抑えるため，施工

期間の最大値を設定した．また，港内

の潮位差を 50cmであり，上部工下部が

海面下になる場合もあるため，これに

より施工方法，施工期間の制約を設け

た． 3) 対象施設の維持に関する基本

方針：対象施設の維持に関する基本方

針は，1)，2)の評価にもとづき取りま

とめる．この時，基本方針に基づき維

持管理を行った場合の維持管理耐用期

間中の施設の性能と全体のライフサイ

クルコストを再計算し，確認する．こ

の事例では，残りの供用期間の間にわ

たり要求性能を十分確保するとし，必要な補修工事を設定し，必要なコストを計算した．補修工法は，現場の

制約条件の下，今後の維持補修の実施を含めて，最も効果的・効率的で経済的な方法を選定する．これらの制

約条件をもとに各ブロックの維持補修の基本方針と補修工法の適用を整理したイメージが表-3である．上部工

の部材は，表-1の評価結果をもとに，現場条件にあわせて断面修復等の工法を選択し，補修を行う必要がある．

それ以外の部材についても同様の評価を行い，基本方針を決定する．この時，部材毎の検討とあわせて，複数

の部材を同時に補修することによるコスト低減効果や施設の利用制限期間短縮の効果についてもあわせて検

討する必要がある． 

４．まとめ：港湾の施設の維持管理に係る総合評価を仮想的な事例に基づき検証し，実施における留意点を抽

出し取りまとめた．今後，実際の事例で総合評価を実施し適用性を検証したい．さらに，ここで得られる知見

を蓄積し，適切な維持管理を行う上での指針として取りまとめていきたい． 
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